
会派研究研修報告書 
 
                          令和７年１月６日 

常滑市議会議長様 

会 派 名  新風クラブ 
                    会派の代表者 井上恭子 
 
会派等研究研修・視察調査について次のとおり報告します。 

 
記 

 

１ 期   日  令和６年５月 30 日（木）～31 日（金） 

 

２ 研 修 名 

第 16 回 2024 年度 日本自治創造学会 研究大会 

     個性と魅力ある自治体づくりに挑戦する 

 

３ 場   所  明治大学アカデミーコモン棟３階 アカデミーホール 

 

４ 参 加 者  井上 恭子 

 

５ 研修の内容 

  国と地方の基本的な課題をはじめ、地方自治の目指す道など地方から未来 

を変えていくことを考えていく講座 
６ 経費の報告 

交通費   名古屋鉄道（大野町⇔名古屋）       1,380 円 

           ＪＲ新幹線（名古屋⇔御茶ノ水）    22,600 円  

         宿泊費                12,350 円 

参加費   研究会参加費                   11,000 円 

合 計                                 47,330 円 

 

以上 



令和６年 11 月５日 

           政務活動費報告書 

第 16 回 2024 年度日本自治創造学会 研究大会 

個性と魅力ある自治体作りに挑戦 
 

新風クラブ 井上 恭子 

 

日   時  令和６年５月 30 日（金）～31日（土） 

場   所  明治大学アカデミーコモン棟３階 アカデミーホール 

  

【1 日目】 

●講演 

◇国と地方の基本的課題 

講演 国と地方の目指す道 －地方自治体の目指す道－ 

   吉川 洋（財）東京大学名誉教授・財務省財務総合政策研究所名誉所長 

 

 リーマンショックとコロナウイルスの影響による経済後退は、多くの国々に共通

している現象ですが、日本の実質ＧＤＰの動向を見ると、特に深刻な影響を受け

ていることがわかる。これらの経済的な挑戦は、日本が直面している長期的な課

題とも密接に関連している。 

 少子高齢化は、日本の社会経済に大きな影響を与えており、特に地域の少子化が

進んでいる点は非常に深刻である。若い女性の出生率が低いことや特殊出生率が

2.0 未満であることは、人口減少を招く要因となっている。 

 人口減少が経済下落を意味するわけではないという点は、イノベーションが経済

成長を促進する可能性を示唆している。しかし、日本のＧＤＰランキングが下が

っていることや投資が少ないことは、これらのポジティブな要因だけでなく、他

の問題も存在していることを示している。 

 アベノミクス時代における個人消費の低下や国民の社会保障への不安は、政策立

案者にとって重要な指標です。今後の方向性としては、政府だけでなく地域社会

も積極的に行動する必要があるという点は非常に重要です。地域住民のアイデア

を活かし、地域の発展を促進することが求められています。 

 

講演 個性ある自治体づくり     

   牛山 久二彦（明治大学政治経済学部教授） 

 



 災害時の指示権の創設については、国が災害時において指示権を持つことが重要

であるという点が理解できる。しかし、地方の歴史や文化が異なるため、全国一

律ではなく地方自治の強化が必要であるという提案も有効なアプローチである。 

 消滅自治体の問題については、人口減少と少子高齢化が原因で、激震災害の追い

打ちが必要であるという点が明確である。「個性ある自治体」を作ることでこれ

らの問題を克服することが提案されており、地域ごとの特性を活かした解決策が

求められている。 

 地域の例については、大田区や千代田区、茨木県境町、上伊那郡宮田村などが挙

げられており、これらの自治体は子どもたちや高齢化率の高い地域でも、地域力

を高めるために創造的な政策を打ち出している。これらの成功例は他の地域にも

参考になるべきである。 

 ２元代表制と住民参加に関しては、理論上はあるが実際には実施されていない

という点が注目される。住民参加を促進するためのワークショップや議会参画委

員への市民参加など、住民参加を活性化させる取組が重要である。 

 地域の個性と指示については、各自治体には個性があり、全国一律ではなく指示

を待つ自治体ではないべきだという点が重要である。地域ごとの特性を尊重しつ

つ、効果的な指示を行うことが求められている。 

 

◇新たな地方議会を作る 

講演 「政策議会」の理論と実践 

上山 希美枝(法政大学法学部教授) 

 

 議会と市民との交流については、2017 年の話し会いの実施率が高いことや、議

員間での討論が多いことが示されているが、2018 年の地方選挙調査で住民が地

方議会の活動内容を理解できないことは、議会と市民の間にあるコミュニケーシ

ョンの問題を指摘している。 

 議会の可決状況に関しては、2020 年の議会で 99.5％の議員が議案に対して可決

していることは、議会が市民の意見を反映していない可能性を示唆しており、市

民が議会の活動を理解することが難しくなる状況である。 

 市民参加の重要性については、町の争点や課題が制度上流れていくことで成果を

得られないため、市民参加が重要であるという点が強調されています。委員会か

ら委員の総意に基づく一般質問や少数派から提供される課題への対応が大切であ

るとされており、市民と共有することでより効果的な政策立案が可能になるとい

う考え方も示されている。 

講演 新たな地方議会の創造“議会からの発信” 

   「住民自治に根幹」としての議会の作動              

    江藤 俊昭 （大正大学地域創生学部教授） 



 

  国と地方の対等性に関しては、国会の裏金問題を見ると地方が下ということはありえ

ないという点が重要である。地方議会は「住民自治に根幹」として議会の在り方を考え

なければならないという考え方も示されており、地方自治体が自立して行動することの

重要性が強調されている。

 人口減少と自治に関しては、人口減少に対する戦略会議の総括、補助金の見直し、縮

小社会での自治の形態、公共施設の統合などが重要であるとされている。また、国民

が政治に無関心ではないため、環境破壊問題や生活に必要なことを公開で議論する

べきだという点も大切である。

 議員と市民の対話に関しては、会津若松市では縮小社会において決算を議会で質問

だけでなく、議員間討論を行っていることが挙げられています。このような対話は、市民

参加を促進し、地域社会全体でより効果的な政策立案を行うために不可欠である。

 

◇発想を変えた自治体づくり 

講演 賢く収縮するまちづくり 

    青野 高陽 （岡山県美作町長） 

 

 青野氏の町長としての行動については、元新聞記者で県会議員４期を務め、突

然無投票で町長に就任したことが特筆されている。町の人口推移が岡山県で最も

悪いという状況下で、総合計画がなかったため自分で計画を立てたことは、大き

な責任を持って行動する姿勢を示している。 

 施設カルテと住民反対に関しては、約 3,300 平方メートルの削減を行ったこと

が挙げられているが、温泉施設の廃止には住民から強い反対があり、ＮＨＫでも

取り上げられたことは、住民参加が重要であることを示している。 

 発展するためのダウンサイジングと住民参加については、義務教育学校２校建

設や物流センター、公民館、図書館など５つの施設を集約した建物の建設や庁舎

のプレハブ建設など、効率的な資源利用を図る取組が評価されています。 

 令和時代の方針と小規模多機能自治に関しては、賢く収縮することや将来を見

据えたサイズに作り替えることが重要だとされており、まちが草刈りが出来る人

のある地域であることから小規模多機能自治を進めることにした。 

 アンケートと住民参加に関しては、全員にアンケートを取り、どんなまちにし

たいかを考えることで住民参加を促した。アンケート回収率が 99％であること

は、住民参加が成功した例である。 

 行革推進会議と町全体の考え方については、医療費無償化や上水道の老朽化問

題などがあるが、議員も町全体がどうなったらいいかを考えるよう促している。

このような会議は町全体で共通の目標を見つける上で重要である。 

 

 



【２日目】 

◇デジタルで地方を変える 

 

講演 デジタル導入の価値を考える   

河野 太郎（デジタル大臣・衆議院議員） 

 

 デジタル化の必要性については、来年春に電子証明書も国家資格もスマートホ

ンで利用できるようになることが発表されたことが挙げられている。人口減少と

高齢化が進む中、人手不足と経済の成り立ちが困難になるため、デジタル化が必

要だとされている。 

 日本の人口動向に関しては、日本の平均年齢が 49 歳であり、中心都市では人口

が集まり、地方では過疎化していることが示されている。これはデジタル化が地

方の振興において重要な役割を果たすことを意味する。 

 デジタル化の利点については、デジタルで行えることをデジタルに任せ、人間し

かできない暖かい社会を作ることが重要だとされている。ヨルダンの難民キャン

プでは、銀行口座や医療機関でデジタルで行うことが可能であることから、この

ような利便性は他国でも大きな影響を与えている。 

 新しい行政サービスに関しては、コンビニなどで提供することで市役所よりも

安く、早く利用できるようになる。また、マイナンバーカードを使った消防車の

医療機関への搬送も速くなることから、効率的なサービス提供が期待でる。 

 法律とセキュリティに関しては、デジタル化には想定していない内容があるた

め、法律を変更する必要がある。セキュリティ問題は市町村では負担になってい

たが、今後は国が守る。これはデジタル化プロセス中の重要な考慮事項である。 

 共通システムとしては、都道府県や自治体間で共通システムを使用することで楽

に仕事ができるようにすることが目指されている。これにより、効率的な情報共

有とサービス提供が可能になる。 

 デジタル化の目標については、誰一人として取り残さない社会を目指しており、

ガバメントクラウドの標準化やワンストップ窓口の導入など、利便性を高める取

組が進められている。 

 

◇義務教育の最重要課題 

 

講演 今、求められる子どもの自殺予防     

    新井 肇（関西外国語大学国語学部教授） 

 
1. 自殺の現状と背景: 

o 1998 年以降、児童生徒の自殺数は増加し、2003 年にピークを迎えた。その後

は減少傾向にある。 

o コロナ禍においても一時的に上昇したが、確実に減少していることが分かる。 



o 18 歳以下の自殺は、学校の長期休業明けに増加する傾向がある。 

2. 中・高生の自殺数と率: 

o 中・高生の自殺数と自殺率は増加しており、世界的に見ても日本が 10 歳から

19 歳の死因の第１位となっている。 

3. 自殺死亡率: 

o 日本の自殺死亡率は高い。この問題に対して緊急の対策が必要である。 

4. 児童生徒の自殺の特徴: 

o 児童生徒の自殺は、高い衝動性を持ち、小さな動機でも起こりやすいとされて

いる。 

o 死への親近性があるため、予防策を講じることが重要である。 

o 大人とは異なる死生観を持ち、純粋さや敏感さが影響されやすい特徴がある。 

この問題に対して、教育機関や家庭、社会全体で協力し、予防活動を強化していくこと

が求められている。 

 

◇自治体を守る 

講演 地方自治とDX-令和６年能登半島地震を踏まえて 

臼田 裕一郎（国立開発研究法人防災科学技術研究所） 

 

内閣府のデジタル庁が推進するデジタル化と国と地方の一体化は、非常に重要な取組で

ある。民間チームやＮＰＯボランティア団体の参加により、市との連絡が強化され、遠

隔地でのデジタル取り扱いが容易になることは、災害対応においても大きな利点を提供

する。 

防災ＤＸに関しては、ＩＴ化とデジタル変革が平行して進むことが推奨されており、こ

れにより社会に大きな影響を及ぼす災害が大規模化し、複雑化し、分散化避難も含まれ

ることが多いため、必要不可欠である。災害が増加している中で、社会は弱体化してお

り、人手不足により保護者が増えている。これに対応するためには、標準化とＤＸでの

対処が重要である。 

「デジタル田園計画」の策定や行財政改革会議の開催、内閣府の防災減殺国土強靭化新

時代実現の方針は、デジタル社会の実現に向けた重要な一歩である。全体的な情報共有

が災害対応において重要であり、民間チームやＮＰＯボランティア団体がＤＸを変革し

始めたことは県も支持していることから、これらの取組は成功する可能性が高い。 

感想としては、内閣府のデジタル庁が行っている取組は非常に前向きであり、災害対応

における効率性と効果性を高めるための重要なステップである。民間チームやＮＰＯボ

ランティア団体の活躍も大切であり、これらの団体がデジタル技術を活用して社会問題

を解決することは、私たち全員にとって期待される成果である。また、標準化とＤＸで

の対処を通じて、災害時に迅速かつ効果的に対応できる体制を整えることは、私たちの

安全を確保する上で不可欠です。内閣府の方針や計画が実現されれば、我々はより安全

でリスク管理された社会を築くことができる。 



 

講演 住民目線のまちづくり“都市の正義が地方を壊す” 

                    ～地域からの少子化論へ 

           山下 祐介（東京都立大学人文科学研究科教授） 

 

日本社会における過剰経済化の問題について、安部さんの桜を見る会や学校の休校、選

挙で選ばれていない人々が決める体制が問題視されていることは、民主主義の側面にお

ける重要な議論である。分権が必要であるという声は、地方自治体が国全体の協調を妨

げないようにするためのものであり、地方創生事業や人口戦略における取り組みが成功

するためには、これらの声を考慮することが重要である。 

増田レポートによると、東京一極集中が人口減少を引き起こすという考え方は、選択と

集中のバランスを取ることで人口減少を防ぐための策である。しかし、10 年前に騒いだ

問題でも今回のビジョンでも人口危機を煽るだけで実際の変化は見られないという点

は、政策が社会変化に対して十分な影響を与えていない可能性を示している。 

子どもが生まれない理由については、お金や女性が集中している東京では人口増加には

ならないとされている。人々の価値観の違いや、人口密度が高いほど子どもが生まれな

いという点も挙げられる。日本再生には政策だけでなく、精神、価値観、問題意識、社

会観が必要であり、これら全てを変革することが求められる。 

選択と集中では社会は変わらないとされていますが、国民全体の活用や互いに認め合う

ことで社会全体がうまく機能するようにすることが重要である。若者の移住が始まった

ことから変化が始まっている可能性もある。 

地方創生事業は始まりましたが、競争と淘汰を要請した都市型の正義が人口減少を防ぐ

ことには成功しなかったようである。老後の暮らしの保障が優先されたため、子育て世

代の暮らしが犠牲になっている。人口問題は政策だけで解決できないとされており、世

代間の問題である可能性もある。 

都市化は必要ですが、それが別にどうなるかは問題である。都市化によって子どもが生まれにくく

なってきた中で、その人々は疲弊している。日本再生への手掛かりは家族や地域や自治体の協働

です。グローバル化や過剰都市化やバーチャル社会など悪循環を好循環に変えることで、主体は

誰かを考えるべきである。

 

【所感】 

今回の講演で、（財）日本自治創造学会理事長の穂坂邦夫氏は冒頭の挨拶で次のよう

にお話された。過去に県会議員を務めていた時、多数派に所属して役職に就くことが議

会活動や政治活動の目的の一つであったそうである。しかし、時が過ぎるとそれらは泡

のように消えてしまい、何も残らなかったと感じたそうである。 

穂坂氏は当時、県民のためではなく会派のために何をすべきかを優先していたと反省

された。また、公人として「市民（住民）のために何をしたか」という実感を持つこと



が重要であり、その実感こそが唯一の足跡として残ると信じているとお話された。 

「一人では何もできない」とよく言われますが、決してそうではありません。一人で行

動する基準は、市民・住民のために何をするかという明確な目的意識と、何も恐れない

勇気であると穂坂氏は言う。一人の力は小さいと言われるが、決してそんなことはない

と断言された。 

この言葉に私はとても勇気づけられた。今後は全力で市民全体の生活の向上や自治の進

行・振興に結び付く「足跡」を残していきたいと思った。 

 今回の研修会はこの穂積氏の上記の文章に集約されており、議員の在り方、議員がな

すべきことが示されていてとても勉強になった。 

 

【常滑市に反映すること】  

今回の講演のすべてを常滑市議会に反映すべきだと思った。            

新たな地方議会を作るという講演 「政策議会」の理論と実践、住民目線のまちづく

り“都市の正義が地方を壊す”、発想を変えた自治体づくり講演 賢く収縮するまち

づくりなどでは、やはり住民参加を強調しているため、住民にアンケートをとった

り、市民との話し合いの場をもっと設けるべきだと思った。 

 

 


